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米国における対日世論調査（概要）

Ⅰ．調査委概要
１．調査時期
２０１０年２月９日から３月７日

２．調査方法
電話調査

３．調査実施機関
米ギャラップ社に委託

４．調査対象
（１）「一般の部」

標本数：１２０１名
母集団：１８歳以上の男女。

（２）「有識者の部」
標本数：２０２名
母集団：学術、ビジネス、政府（行政府及び議会）、宗教、マスコミ及び労働関係における
指導的立場にある人物。

５．標本誤差
信頼度９５％の標本誤差は一般の部で±３％，有識者の部で±７％。

６．その他
「米国における対日世論調査」は，１９６０年（昭和３５年）以来ほぼ毎年実施。「有識者の
部」調査は１９７２年（昭和４７年）より実施。

Ⅱ．調査結果
１．対日信頼度 （グラフ１参照）

○対日信頼度は，一般の部で７９％，有識者の部では９０％で例年並みの高い水準を
維持。

日本は信頼できる友邦であるとする回答率 （以下，括弧内は前回，前々回の数字）
一般人：７９％， 有識者：９０％

（８０％，６７％） （９１％，９２％）

２．アジアにおける米国の最も重要なパートナー（グラフ２，３参照）

○一般の部では，日本と中国が４４％で同率１位，有識者の部では５６％で中国が１
位，３６％で日本が２位となり，中国が上回った。中国を重要とする理由としては，
経済関係や国，人口の大きさなどが挙げられていたが，日本を重要とする理由として
は，経済関係の他，同盟関係や平和的な関係を上げる者が多かった。

アジア地域における米国の最も重要なパートナー
【一般人】 【有識者】
１位：日本 ４４％ １位：中国 ５６％

（４６％，４３％） （４２％，３８％）
１位：中国 ４４％ ２位：日本 ３６％

（３９％，３４％） （４４％，５４％）
３位：ロシア ３％ ３位：インド ４％

（８％，１０％） （３％， Ｎ／Ａ）
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３．日米関係

○日米協力関係を「極めて良好」ないし「良好」と回答する割合は，一般の部で７２
％，有識者の部で８６％と高水準を維持している。
○将来の日米関係について「良くなる」と回答した割合が，一般の部，有識者の部両
方で減少し，「変わらない」と答えた割合は増加。
○日米両国民の相互理解度に対する評価は，「良い」と回答する割合が，一般の部では
４３％，有識者の部では３２％（昨年度より７％の減少）。

（１）日米協力関係一般を「極めて良好」ないし「良好」とする回答率（グラフ４参照）
一般人：７２％，有識者：８６％

（７３％，６３％） （８１％，８５％）

（２）将来の日米関係に対する評価 （グラフ５参照）
（良くなる） 一般人：３９％，有識者：３８％

（４５％，４６％） （４６％，３６％）
（変わらない）一般人：５２％，有識者：５１％

（４７％，３８％） （４８％，５６％）

（３）日米両国民間の相互理解度に対する評価 （グラフ６参照）
（良い） 一般人：４３％， 有識者：３２％

（４２％，３８％） （３９％，２７％）
（普通） 一般人：４５％， 有識者：５６％

（４８％，４３％） （５２％，５７％）

４．日米安保体制への評価

○日米安保条約については，「維持すべき」との回答が一般の部及び有識者の部とも９
割。また，日米安保条約は日本及び極東の平和と安定へ「非常に貢献している」及び
「やや貢献している」との回答も８割以上，日米安保条約は米国自身の安全保障にと
って「極めて重要である」及び「ある程度重要である」と回答した割合も９割近くと
なった。日米安保体制への評価については近年大きな変化はなく，米国民の大多数が
日米安保条約の維持を支持し，米国自身の安全保障の観点からも重要視している。

（１）日米安保条約の維持に対する評価（グラフ７参照）
（維持すべき）一般人：９０％， 有識者：８６％

（８７％，７８％） （８９％，８７％）

（２）日本及び極東の平和と安定への日米安保条約の貢献度に対する評価
（グラフ８参照）

（非常に又はやや貢献している）一般人：８１％，有識者：８５％
（８０％，６５％） （８３％，８２％）

（３）米国自身の安全保障にとっての日米安保条約の重要性に対する評価
（グラフ９参照）

（極めて又はある程度重要）一般人：８８％，有識者：８９％
（９０％ ８４％） （８９％，８７％）

５．経済・貿易関係

○日米間で自由貿易協定（FTA)を締結すべきかとの問いに対しては，過半数が肯定
的に回答。

日米間で自由貿易協定を締結すべきか否か。（昨年度より実施）
（締結すべき）一般人：５４％（６２％）， 有識者：６４％（６７％）
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（締結すべきではない）一般人：３１％（２７％）， 有識者：２１％（２３％）

６．日本の国際的役割に対する評価

○日本は経済力に見合った重要な国際的役割を果たしているかとの問いに対しては，
７割以上が肯定的に回答。
○分野別では，昨年同様，科学技術，世界経済，文化交流の分野で高い評価を得た。

（１）日本は経済力に見合った重要な国際的役割を果たしているか。（グラフ１０参照）
「果たしている」 一般人：７１％，有識者：７５％

（有識者については「ある程度果たしている」を含む） （６８％，６２％） （７３％，６６％）
「果たしていない」 一般人：２３％，有識者：２４％

（２４％，２４％） （２４％，３１％）

（２）我が国は次の分野で重要な国際的役割を果たしていると思うか。
（数値は「果たしている」と答えた者の割合）
「科学技術」 一般人：７０％，有識者：９８％

（６６％，６０％） （９７％，９６%)
「世界経済」 一般人：６５％，有識者：９６％

（６２％，５３％） （９６％，９６％）
「文化交流」 一般人：６０％，有識者：７８％

（５７％，４８％） （７９％，７１％）
「世界政治」 一般人：４９％，有識者：６９％

（４６％，３８％） （６７％，６３％）
「地球規模問題」 一般人：４５％，有識者：６３％

（４１％，３７％） （７１％，６６％）
「経済援助」 一般人：３６％，有識者：６０％

（３４％，２９％） （６９％，５７％）
「安全保障・平和維持」 一般人：３２％，有識者：５６％

（２９％，２９％） （４５％，４１％）
「軍縮・不拡散」 一般人：３５％，有識者：５４％

（２０１０年から新規）

７．日本についての情報源

○一般の部では，「テレビ」「雑誌・書籍」「新聞」の順，有識者の部では，「新聞」「雑
誌・書籍」「テレビ」の順に，日本に関する情報源としている。

日本についての知識及び情報はどこから得ているか。
一般人 有識者

テレビ ： ８１％（７９％，７４％） 新聞 ： ８３％（８５％，８６％）
雑誌・書籍： ６９％（７１％，６４％） 雑誌・書籍： ８３％（８１％，８６％）
新聞 ： ６６％（６７％，６３％） テレビ ： ７６％（７３％，７５％）
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ： ５７％（５２％，３９％） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ： ６１％（６５％，５８％）
学校教育 ： ５４％（５６％，５２％） 学校教育 ： ６０％（５９％，６１％）
映画 ： ４０％（３９％，３７％） ラジオ ： ５３％（４９％，４６％）
日本人の友人：３５％（３３％，２９％） 日本人の友人：４９％（４５％，４４％）
友人・隣人： ３４％（３１％ ３０％） 友人・隣人： ４１％（３４％，３９％）
ラジオ ： ３０％（３０％，２６％） 映画 ： ３３％（３４％，３０％）
訪日経験 ： １１％（１２％ １２％） 訪日経験 ： ２７％（２２％，２８％）
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８．日本の特徴（一般の部のみ）＊２０１０年より一部選択肢を変更

○日本の特徴としてあてはまるか訊ねたところ，「豊かな伝統と文化を持つ国」「経済
力・技術力の高い国」「自然の美しい国」「平和な国」「アニメ，ファッション，料理な
ど新しい文化を発信する国」等に８割以上の肯定的回答が得られた。
○また，日本についてもっと知りたい分野に関しては，伝統文化，政治・外交・安全
保障分野，ポップカルチャーでの関心が高い。

（１）日本の特徴として当てはまると回答した割合の高い順（複数回答可）。
豊かな伝統と文化を持つ国 ９７％ （９６％，９２％)
経済力・技術力の高い国 ９０％ (８８％，９１％)
自然の美しい国 ８５％（８５％，８０％)
アニメ，ファッション，料理など
新しい文化を発信する国 ８２％（８０％，７３％ )

国際社会においてリーダーシップ
を有する国 ６２％（６５％，５９％ )

民主主義や自由主義など
価値観を共有する国 ５５％

保守的で閉鎖的な国 ４９％
理解が難しい国 ４５％
警戒を要する国 ２６％（２２％，３１%)

（２）日本についてもっと知りたい分野（一般の部のみ）（２０１０年から新規）
伝統文化 ２５％
政治・外交・安全保障 １７％
ポップカルチャー １３％
経済・貿易 ９％
歴史 ６％
文化・習慣 ５％
観光情報 ５％
日本食 ５％
科学技術・先端技術 ４％
環境関連の取り組み ４％
その他（回答拒否を含む） ３９％

９．日本の国連安保理常任理事国入り（有識者の部のみ）

○日本が新たに国連安保理の常任理事国になるべきかという問いに肯定的に回答した
有識者の割合は過半数以上である。

日本は新たに国連安保理の常任理事国となるべきだと思うか。
思う ５６％（５７％，４９％)
思わない ４１％（３９%，４７％)
わからない，どちらでもよい ３％（４%， ４％)

１０．環境・気候変動問題などの地球規模問題への取り組みについて（有識者の部のみ）
（２０１０年から新規）

○環境・気候変動問題などの地球規模問題に対する日本の取り組みとしては，科学技
術分野での協力が特に期待されている。
○温室効果ガス２５％削減目標に対しては，５２％の有識者が適切な目標設定と回答し
た。
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（１）環境・気候変動問題等の地球規模問題について日本が取るべきイニシアチブ
科学技術分野での協力 ９８％
国際交渉の場でのリーダーシップ ８９％
開発援助 ８９％
その他 ２４％
（その他の例：環境協力３％，安全保障３％，農業・捕鯨規制２％，文化協力２
％，和平交渉・平和維持活動への関与２％等）

（２）日本の温室効果ガス２５％削減目標をどう思うか
適切な目標設定 ５２％
目標が野心的すぎる ２４％
より野心的な目標を設定すべき １８％
その他（回答拒否を含む） ６％

１１．高速鉄道技術導入について（有識者の部のみ）（２０１０年から新規）

○米国の高速鉄道計画については，日本の技術を導入すべきと考える有識者数がおよそ
半数を占めた。

日本の高速鉄道技術の米国への導入について
日本の技術を導入すべき ４９％
高速鉄道導入に反対 ２３％
他国の技術を導入すべき １２％
その他（回答拒否を含む） １６％

（ 了 ）


